予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：警察費　項：警察管理費　目：公安委員会費
	事業名: 生活環境関係事務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　警察本部　生活安全部　生活環境課　電話番号：058-271-2424（内3161）

　　　　　　　E-mail：c18887@pref.gifu.lg.jp
　　　　
	事業費


　要求額： 17,576千円（前年度予算額：16,231千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　銃砲刀剣類、火薬類、風俗営業、危険物等の許可事務及び銃砲刀剣類、風俗営業の講習等に関する経費で、警察許可事務を行う上で必要な経費
	２　所要経費


（１）銃砲刀剣類等所持許可事務関係経費　 12,951千円

（２）風俗営業許可事務関係経費   　　　　 4,599千円
（３）原子炉等規制法等許可関係経費   　　    26千円
	２月１日時点の査定額の考え方


	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	16,231
	0
	0
	16,231
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	17,576
	0
	0
	17,576
	0
	0
	0
	0
	0

	２月1日時点
査定額
	17,576
	0
	0
	17,576
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　各種講習を円滑・効率的に実施するとともに、許認可事務等行政事務の適正化を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	銃砲刀剣類所持者数

	（H  ）
	2，372人
（H22）
	2，245人
（H23）
	2，044人
（H24.11）
	（H  ）
	％


	風俗営業許可届出件数
	（H　）
	3,730件
（H22）
	3,566件
（H23）
	3,377件
（H24.11）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　各種許可事務関係の届出（歳入）に連動するため目標の設定は困難。



（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　・　銃刀法の規定により、猟銃及び空気銃の所持者に対し、所持等の取扱及び法令知識を習得させるため講習会を開催。技能講習について業務委託。

・　風俗営業許可・構造設備変更承認申請にかかる調査を業務委託。

・　風俗営業所の健全化等のため、法令に基づく風俗営業所管理者への講習を業務委託。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

改正銃刀法施行時に許可を得ている者は、施行後、最初の許可更新時の受講が免除されているが、この受講免除期間が終了する平成24年12月以降は、年間受講者の相当数の増加が見込まれている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	許認可事務の手数料収入により実施

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	風俗営業の適正化、銃の所持許可等に必要不可欠

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	手数料収入の範囲内で行政事務の効率化が図られている。


（今後の課題）

	平成21年12月施行の銃刀法の一部改正後、経過措置により３年間は更新申請に係る受講が免除されたが、平成24年度以降、毎年 900人前後の受講者が見込まれている。　　　　　　　

　鳥獣捕獲従事者の受講免除が特措法により施行されるが、現状では免除対象者の決定条件が明確化しておらず想定が困難である。（歳入連動）



（次年度の方向性）
	銃刀法、風営法にあっては、恒常的に講習を実施する規定があり、加えて銃刀法の改正による猟銃所持者に対する技能講習業務や風俗営業所管理者講習・風俗営業許可等調査業務は専門性が高いことから業務委託を継続していく。




